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平成２５年大磯町議会 

１２月定例会一般質問（１２月９日・１０日） 
 

質問議員 質 問 事 項（ １ 日 目 ） 答弁者 

１ 

８番 

髙橋冨美子議員 

（60分） 

9:05～10:05 

１．平成26年度に向けて 25年度教育費予算の執行をどのように検証して

いるか 

 町長の本年度施政方針の中に「大磯町で子育てをしたいと思う若い世代

の人たちが集うことのできる魅力的な町を創り上げる」とあったが、若い

世代の両親にとって子育てしやすい町と共に、教育に予算をかけ、充実し

た教育を行う町への関心も大きいと考える。 

（１）本年度の一般会計予算に対する教育費予算 9.2％を妥当と考える

か。 

（２）教育予算の中で、幼・小・中の消耗品費、備品費は充分であったか。 

 

２．国府中学校グラウンド改修工事の問題点はどのように改善されたのか 

（１）学校、保護者との協議の内容は。 

（２）土ぼこり、石ころへの改善策は。 

 

３．大磯町における児童虐待の実態はどうか 

（１）11 月は児童虐待防止推進月間であった。町としての取組みはどう

であったか。 

（２）大磯町における児童虐待の実態はどうであり、関連機関との連携や

通報への対応はどうであるか。 

 

町 長 

教育長 

 

 

 

 

 

 

 

 

町 長 

教育長 

 

 

町 長 

教育長 

２ 

９番 

土橋 秀雄議員 

（30分） 

10:20～10:50 

 

１．平成 26年度の観光の核づくり事業について問う 

 今年度、新たなる「観光の核づくり事業」が進んでいる。来年度、町は

どのような進展を計画されているのかを問う。 

町 長 

 

 

 

 

３ 

１５番 

清水 弘子議員 

（60分） 

11:00～12:00 

 

１. 石神台地域へスタンドパイプ式初期消火用具の設置を 

 現在、巨大地震として茨城県沖、首都直下、東海などの危険性が指摘さ

れている。 

（１）大磯町における災害の被害想定として、建物被害、火災、死傷者、

ライフライン件数は。 

（２）地震時の同時多発火災には市民の自主消火対策が効果があると言わ

れている。町はどのような対応を考えているか。石神台地域の自主

防災組織で、消火栓を使ったスタンドパイプ式初期消火用具の設置

が効果があると報告があった。今後、町は取り入れるか。 

 

２．鴫立庵西側の㈱サン・ライフの葬儀場建設の白紙撤回を 

 平成 16年より鴫立庵西側・庁舎横の葬儀場建設の白紙撤回、反対を訴

えている。大磯町議会でも決議されている。 

町 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町 長 
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 この地域にふさわしくなく、交通事故の多発地域である。 

 しかし、葬儀場工事の工程表が近隣に配られた。11月 17日夜に説明会

があり、住民にとって交通安全上からもこの場所にふさわしくないと意見

が多かった。その後のトップ会談は進んでいるか伺う。 

 

３．介護ボランティアのポイント制度の導入は万全か 

 平成 26年より町でも介護ボランティアによるポイント制度が導入され

る。社会福祉法人大磯恒道会、恒道園など、いくつかの施設になると町で

答えられていた。施設の受け入れ体制は万全か。 

 

 

 

 

 

 

町 長 

４ 

７番 

吉川 重雄議員 

（90分） 

13:00～14:30 

１．町郷土資料館リニューアルは進んでいるのか  

 平成 17年旧吉田茂邸の整備活用に向けて神奈川県知事と大磯町の連名

にて、国に要望書が提出されて以降、県では隣接する城山公園と一体化し

都市公園として整備が行われていた。しかし、平成 21年３月に、旧吉田

茂邸の本邸が火災によって焼失した。その後、町では「大磯町旧吉田茂邸

再建基金」を設けるなどして、町と議会が一体となって再建に向けて活動

を行って来た。 

 旧吉田茂邸が焼失したことによって、県及び町はすばやく本邸再建計画

を立ちあげた。再建の検討を進めるなかで、本邸を「郷土資料館の分館」

として位置づけることとし、平成 28年度に旧吉田茂邸の再建を行い、新

たに全面オープンする計画が打ち出された。この計画に沿って、町では郷

土資料館のリニューアルを平成28年度までに行うこととした。 

 このような経緯をふまえて、郷土資料館のリニューアル計画は着実に進

捗しているか。 

 

２．行政を進める中で、町民目線との意識のズレはないかを問う 

 東日本大震災以降、町は防災対策を強化され、町長直結の組織として危

機管理対策室を配置し、防災対策に力を注いで来た。町民一人一人の防災

意識も高まりつつあるように思うが、町民からの防災対策の要請を受け

て、その対応に意識のズレがないかを問う。 

 また、庁舎管理上の町民目線の差異はないかを問う。 

次の実例を持って問う。 

（１）町民の不動川浚渫に対する要望の取扱いの対応について 

（２）電気自動車用急速充電器の町民使用の対応のあり方について 

（３）鴫立庵垣根工事の対応について 

 

町 長 

教育長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町 長 

５ 

１０番 

竹内恵美子議員 

（60分） 

14:45～15:45 

 

１．町立小磯幼稚園から学校法人こいそ幼稚園に民営化され、１年８か月

が経った。その後の、こいそ幼稚園の状況は 

（１）平成23年度に取り交わされた合意事項について。 

（２）町の補助金について。 

（３）教育研究所の問題等について。 

（４）今後の検討課題等は。 

 

２．町は将来的な収入を見据えた観光の中に、駐輪場と一緒にレンタサイ

クル事業を入れてみる考えは 

町 長 

教育長 

 

 

 

 

 

町 長 
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（１）自転車交通安全教室を増やす考えは。 

（２）レンタサイクルを使った観光事業の考えは。 

（３）町内の公道を使ってのコースを計画する考えは。 

（４）７年後の東京オリンピックを見据えての計画は。 

 

６ 

１２番 

関  威國議員 

（60分） 

15:55～16:55 

 

１．行政評価結果を次年度予算にどう活用するか 

大磯町行政評価委員会は平成 25年度の行政評価結果を出した。行政評

価の目的の一つとして、より効果的な施策や事務事業を行うため、予算編

成の段階から行政評価を取り入れ、その結果を町の予算編成等の判断材料

として活用するものである。次年度予算にどのように活用するかを問う。 

（１）６事業の行政評価結果は次年度予算にどう活用するか。 

（２）行政評価の費用対効果は。 

（３）行政評価委員の選出方法や任期等は。 

 

２．遅れに遅れている国府橋の架け替え事業は、平成 26年度に着工でき

るか 

 国府橋の架け替え事業は、平成25年度に着工する計画で平成 24年度に

県に橋の詳細設計業務を委託したが、東日本大震災後に耐震基準の見直し

により設計が１年間遅れたため着工できなくなったと、今年３月の一般質

問で回答があった。 

 地域住民は不動川拡幅整備事業が国府橋の工事の遅れで進まず、橋付近

の川幅は狭く、大地震で老朽化した橋の崩落や、集中豪雨で橋が冠水し洪

水による災害が起らないか心配している。11 月に開催した議会報告会の

席でも、いつできるか質問があった。 

町民の生命と財産を守るため、早急に工事をする必要がある。平成 26

年度着工に向けての進捗状況を問う。 

（１）当初計画から現在までの経緯は。 

（２）長年にわたり工事が遅れている理由は。 

（３）整備事業の遅れで、県の不動川拡幅整備事業や国庫補助に問題はな

いか。 

（４）平成26年度に国府橋の架け替え事業は着工できるか。 

 

３．防災無線が聞き取りにくい地域があるが、避難勧告等の情報伝達に問

題はないか 

 台風 26号による伊豆大島の土石流災害は、真夜中の集中豪雨であった

ことや、町長の不在等により避難勧告を出すことができず多くの犠牲者が

発生した。 

 避難勧告等の発令基準やその伝達方法の重要性をあらためて認識した。

災害時の緊急伝達方法として防災無線が整備されているが、聞き取りにく

い地域もあり、情報伝達に問題はないか。 

（１）避難訓練時のアンケートで防災無線の聞き取り状況を把握している

か。 

（２）防災無線の聞き取り困難地域と対策は。 

（３）防災無線の代替は。 

 

 

町 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

町 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町 長 
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質問議員 質 問 事 項（ ２ 日 目 ） 答弁者 

７ 

２番 

二宮加寿子議員 

（60分） 

9:00～10:00 

 

 

 

 

 

 

 

１．観光の核づくりとしての空き家・空き店舗の利用だてについて 

 総務省調査で全国の空き家はこの20年間で倍増し、約760万戸に上る。

全住宅数の 13％およそ８軒に１軒の割合。建物の撤去に費用が掛かり、

さら地になると固定資産税の負担が重くなるため放置せざるを得ない状

況もあるが、固定資産税軽減などを含めた支援策や入居希望者へ情報を提

供する「空き家バンク」もある。大磯町は景観・観光資源の再生、利活用

検討調査業務委託の中で、景観形成誘導調査（空き家・空き店舗の再生と

景観誘導）とあるが、町の考えを伺う。 

（１）空き家の現状は。 

（２）適正な管理は。 

（３）官民連携の有効な活用の支援策は。 

（４）空き家・空き店舗の再活用により、街の活性化とする利用だては。 

 

２．町の災害時の備えについて 

 実践的な防災対策の取組みで町はどのように進んでいるか伺う。 

（１）大磯町との協定の取組みは。 

（２）要援護者福祉台帳システムの整備と管理は。 

（３）救急対応として普段からの訓練は。 

 

３．子どもの読書運動の推進と環境整備を 

 西暦2000年を子ども読書年と国会で決議が実現。平成12年５月５日の

「こどもの日」に国際子ども図書館が開館。大磯町では、学校図書館運営

事業で町立小中学校図書館の図書環境を整備し、児童の健全な発達を図

り、学校教育の充実を進めるとあるが。 

（１）図書の更新は。図書更新率（図書新鮮度）は充分か。 

（２）図書整理員の配置は。 

（３）セカンド・ブックサービスの導入の推進を考えてはいかがか。 

 

町 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町 長 

教育長 

 

 

 

 

町 長 

教育長 

 

 

８ 

３番 

渡辺 順子議員 

（60分） 

10:10～11:10 

 

１．駐輪場建設と駅前用地利活用について問う 

 駐輪場建設と駅前用地利活用については、自転車等駐車対策協議会や町

民ワークショップ、駅前用地利活用検討委員会を経て、11 月６日付けで

大磯駅前用地利活用検討委員会から大磯駅前用地利活用方策について答

申が出され、我々は 11月18日議員全員協議会で報告を受けた。 

 町はこれまでに出された意見を参考に、最終的な基本設計は庁内プロジ

ェクトで決めると言われた。これまでの経過に基づいて次の点を質問す

る。 

（１）ゾーニング図面（答申）を見ても敷地のどこに駐輪場を建てるのか

はっきり分からない。基本設計は敷地が決まらないと発注できない

と聞いている。建設敷地はどこになるのか。 

（２）県道と町道の交差する付近の商店・交番・観光案内所の再配置をす

ると言っているが、将来、再配置をする時に駐輪場が障害になるこ

とはないか、また再配置ができなかった場合はどうなるのか。町は

商店に後退してもらうと言っているが、すでに了解を得ているの

か。 

町 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 5 

（３）町道・県道の後退、交差する付近の商店と観光案内所の将来的な後

退を条件に用地利活用を検討するよう要求した町の進め方につい

て、町民ワークショップでは参加者からそんな話は公募の条件にな

かったと、疑問の声があり、退場した方もあった。また、協議会や

検討委員会でも進め方を疑問視する意見が出た。町民参加のまちづ

くりとして、どこに問題があると考えるか。 

 

９ 

１番 

高橋 英俊議員 

（40分） 

11:20～12:00 

１．大磯町環境基本計画に基づくエネルギー政策について 

大磯町では、環境の保全及び創造を推進するために、平成 12年に「大

磯町環境基本条例」を策定し、この条例に基づき、環境の目標とそれを達

成するための町民、事業者、滞在者、町の取組みを示した「大磯町環境基

本計画」を平成 15年に策定し、複雑化した環境問題に対応すべくさまざ

まな取組みをすすめてきたと認識している。 

その計画期間が平成 24年度で終了することから、平成 25年度から平成

34年度までの新しい環境基本計画が平成 25年３月に配布された。 

平成 23年３月に発生した東日本大震災、福島原子力発電所の事故を契

機に、省エネルギー、節電対策や持続性の高い自然エネルギーの普及など

環境負荷低減への取組みが注目されている。 

大磯町では環境基本計画に基づいて具体的にどのような政策をされた

のか。また、今後の対策はどうかを伺う。 

（１）省エネルギーについて 

（２）自然エネルギーの利用について 

 

町 長 
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５番 

坂田よう子議員 

（70分） 

13:00～14:10 

 

１．通学路の交通安全の確保に関する取組みを問う 

平成 24年に京都で発生した登校中の事故をはじめ、児童等が巻き込ま

れる痛ましい事故が相次ぎ、文部科学省・国土交通省・警察庁は、相互に

連携し、通学路の交通安全の確保に関する取組みを推進している。本町の

通学路の交通安全の確保に関する取組みについて、所信を伺う。 

（１）「子どもの命を守る」ための道路交通環境の整備について。 

（２）関係機関等の連帯・協力による地域全体の安全確保について。 

（３）通学路に関する要望への対応について。 

（４）まちづくりの計画等に関連した通学路の交通安全の確保に関する取

組みについて。 

 

２．児童虐待防止法に関する本町の取組みを問う 

児童虐待防止法は、施行以来、２回の改正を経て、現在に至っている。

改正により、児童虐待の予防及び早期発見から児童虐待を受けた児童の自

立の支援まで、各段階に地方公共団体の責務があることが明記された。ま

た、各自治体のオレンジリボン運動への取組みは、近年、積極的な活動と

なっている。児童虐待防止法に関する本町の取組みを伺う。 

 

３．県立大磯城山公園旧吉田茂邸地区の開園に伴う今後の展望を問う 

９月 22日、遂に、旧吉田茂邸地区の仮開園が実現した。それを前に、

旧吉田茂邸利活用検討委員会より「旧吉田茂邸の利活用に向けた方策につ

いて」の答申が提出された。 

町 長 

教育長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町 長 

教育長 

 

 

 

 

 

町 長 

教育長 
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その内容として、町全体のおもてなしの心を作り出すサービス機能の拡

充が指摘をされている。また、邸園文化圏再生構想の中核施設としての事

業展開が望まれている。さらに、大いなる展望の一つとして、旧三井別邸

地区にある郷土資料館の利用に関する取組みも指摘されている。それら

は、県の協力を頂きつつも、本町の施策として、積極的に取り組まなけれ

ばならない内容と受け止める。 

県立大磯城山公園旧吉田茂邸地区の開園に伴う今後の展望を伺う。  

 

11 

13番 

鈴木 京子議員 

（90分） 

14:30～16:00 

１．来年度予算編成の考え方について問う 

 財政難を理由に町民の切実な要望が先送りされ、活性化につながらない

状況が生じていると考える。以下の項目について見解を求める。 

（１）主に消費税率の引き上げによる国・県との関係の見通しは。 

（２）福祉分野は負担増だけで終るのか。 

（３）教育の充実は図られるのか。 

（４）生活道路整備は進むのか。住民同意のない計画は進めるのか。 

（５）観光施策はどうなるのか。 

（６）職員待遇は改善されるのか。 

 

２．防災・減災の考え方について問う 

 町民の意識を高め、防災・減災を町全体で行うには至っていないと考え

る。以下の点を伺う。 

（１）町の役割は何か。 

（２）県の防潮堤は地震・津波に耐えられるか。 

（３）秘密保護法が制定された場合、発災時の初動体制において住民の生

命と財産を守ることができるのか。 

 

３．まちづくりについて、町長の対応を問う 

 以下の項目に示す課題について、町の対応を問う。 

（１）サンライフの葬儀場（仮称）大磯ホールについて。 

（２）大磯駅北側のライフレビューについて。 

（３）（仮）グランスイート大磯（ガスト跡地）について。 

（４）駅前駐輪場の進め方について。 

（５）緑地等の保全の考え方について。 

 

町 長 

教育長 

 

 

 

 

 

 

 

 

町 長 

 

 

 

 

 

 

 

町 長 

 

１１名  ２５問 
 

※時間は、事情により変更になる場合がありますのでご了承ください。 


